○土浦市公共工事前金払取扱要綱

平成28年３月４日告示第23号

土浦市公共工事前金払取扱要綱

（趣旨）
第１条　この告示は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）附則第７条及び地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）附則第３条の規定に基づく公共工事の前金払（以下「前金払」という。）の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。
（前金払の対象等）
第２条　前金払の対象となる公共工事は、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第１項に規定する公共工事のうち、１件の請負代金の額が500万円以上のものとする。
２　前金払のできる額は、請負代金の額の４割（土木建築に関する工事設計及び調査並びに土木建築に関する工事の用に供することを目的とする機械類の製造及び測量（次条第１項及び第９条第２項において「設計等」という。）にあっては、３割）以内の額とする。
（中間前金払の対象等）
第３条　市長は、前金払をした公共工事（設計等を除く。）が次の各号のいずれにも該当するときは、追加の前金払（以下「中間前金払」という。）をすることができる。
(１)　工期の２分の１を経過していること。
(２)　工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る作業が行われていること。
(３)　既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金の額の２分の１以上の額に相当するものであること。
２　中間前金払の額は、請負代金の額の２割以内の額とし、既に支払った前金払の額との合計額が当該請負代金の額の６割を超えないものとする。
（債務負担行為及び継続費に係る前金払及び中間前金払の特例）
第４条　債務負担行為及び継続費に係る契約における前金払及び中間前金払は、前２条の規定にかかわらず、当該契約に基づく各会計年度の出来高予定額に対してするものとする。この場合において、第２条及び前条の規定の適用については、第２条第２項、前条第１項第３号及び第２項中「請負代金の額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額」と、同条第１項第１号及び第２号中「工期」とあるのは「当該会計年度の工事実施期間」とする。
（前金払の請求）
第５条　前金払を受けようとする受注者は、前金払（中間前金払）請求書（様式第１号）に公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第４項に規定する保証事業会社（第７条第１項及び第１０条第１項第２号において「保証事業会社」という。）が発行する前払金保証証書を添付して市長に請求するものとする。
２　市長は、前項の規定による請求があったときは、前金払をする必要がないと認める場合を除き、当該請求があった日から14日以内に当該請求に係る前金払をするものとする。
（中間前金払の要件の認定）
第６条　前条第２項の前金払を受けた受注者は、中間前金払を受けようとするときは、市長の認定を受けなければならない。
２　前項の認定を受けようとする受注者は、中間前金払認定申請書（様式第２号）に工事履行報告書（中間前金払用）（様式第３号）を添付して市長に申請しなければならない。
３　市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、認定又は不認定を決定したときは、中間前金払認定（不認定）決定通知書（様式第４号）により当該申請のあった日から７日以内に当該申請をした受注者に通知するものとする。
（中間前金払の請求）
第７条　前条第３項に規定する認定決定通知書を受けた受注者は、前金払（中間前金払）請求書に保証事業会社が発行する中間前払金保証証書を添付して市長に請求するものとする。
２　第５条第２項の規定は、前項の規定による請求があったときについて準用する。
（前払金の使用等）
第８条　受注者は、前払金及び中間前払金を当該工事又は業務の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充当しないものとする。
（請負代金の額の変更に伴う措置）
第９条　市長は、設計変更等により請負代金の額が著しく増額された場合において、必要があると認めるときは、既に支払った前払金又は中間前払金を増額することができる。この場合において、第２条及び第３条の規定の適用については、第２条第２項、第３条第１項第３号及び第２項中「請負代金の額」とあるのは「増額後の請負代金の額」とする。
２　市長は、請負代金の額が著しく減額された場合において、既に支払った前払金の額が減額後の請負代金の額の10分の５（設計等にあっては10分の４、中間前払金を受けている場合にあっては10分の６）を超えるときは、請負代金の額が減額された日から30日以内にその超過額を返還させるものとする。
３　前項の規定にかかわらず、市長は、同項の超過額が相当の額に達し、その全てを返還させることが適当でないと認められるときは、受注者と協議して返還すべき超過額を定めることができる。ただし、請負代金の額が減額された日から20日以内に当該協議が調わないときは、返還すべき超過額は、市長が定める。
４　市長は、前項の規定により返還すべき超過額を決定したときは、期日を指定して当該超過額を返還させるものとする。
５　市長は、第２項に規定する期日又は前項の規定により指定した期日までに前払金又は中間前払金の超過額の返還がないときは、これらの期日の翌日から納付するまでの日数に応じて政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項及び第２項の規定により計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。
（前払金及び中間前払金の返還）
第10条　市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、既に支払った前払金又は中間前払金の全部又は一部を返還させるものとする。
(１)　当該公共工事の請負契約が解除されたとき。
(２)　保証事業会社との間の保証契約が解除されたとき。
(３)　第８条の規定に違反したとき。
２　前条第５項の規定は、前項の規定により前払金及び中間前払金を返還させる場合について準用する。
（補則）
第11条　この告示に定めるもののほか、前金払の取扱いに関し必要な事項は、市長が別に定める。
付　則
この告示は、平成２８年４月１日から施行する。
付　則（令和５年９月３０日告示第２８７号）

この告示は、令和５年１０月１日から施行する。
様式第１号（第５条、第７条関係）
年　　月　　日
前金払（中間前金払）請求書
土浦市公共工事前金払取扱要綱第５条第１項（第７条第１項）の規定により、下記のとおり前金払（中間前金払）を請求します。
記

１　工事（委託）番号及び件名　　第　　号
２　工事（委託）場所
３　契約年月日                      年　　月　　日
４　工事（委託）期間　　　　　　　　年　　月　　日から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日まで　（　　日間）
５　請負金額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
６　既受領額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
７　請求金額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　（消費税率　％）対象額　金　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税額　金　　　　　円

請求者（受注者）
住所又は所在地
氏名又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
登録番号

（請求先）土浦市長

様式第２号（第６条関係）
年　　月　　日
（申請先）土浦市長
申請者（受注者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

中間前金払認定申請書
中間前金払の認定を受けたいので、土浦市公共工事前金払取扱要綱第６条第２項の規定により、下記のとおり工事履行報告書（中間前金払用）（様式第３号）を添付して申請します。
記
	工事番号及び件名
	第　　号

	工事場所
	

	契約年月日
	　　　　年　　月　　日

	工事期間
	　　　　年　　月　　日から
　　　　年　　月　　日まで　（　　日間）

	請負金額
	金　　　　　　　　　　円

	前金払額
（既受領額）
	金　　　　　　　　　　円

	中間前金払額
（請求予定金額）
	金　　　　　　　　　　円

	摘要
	


（表面）
様式第３号（第６条関係）
年　　月　　日
（報告先）土浦市長
報告者（受注者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
工事履行報告書（中間前金払用）
	工事番号
及び件名
	第　　号

	工事場所
	

	工事期間
	　　　　年　　月　　日から
　　　　年　　月　　日まで（　　日間）

	請負金額
	金　　　　　　　　　　円

	工事価格
	金　　　　　　　　　　円

	工種（分類項目を記載すること。）
	構成比（％）
	予定工程（％）
	実施工程（％）
	出来高金額（円）
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	１００％
	
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	請負金額との比率
（　）％　　　　　　

	合計金額
	
	


（裏面）
注意事項
　１　工事価格の欄には、請負金額から消費税及び地方消費税を控除した額を記入すること。
２　工種別の分類項目及び工種別の構成比の割合について当該工事に係る監督の事務に従事する職員（以下「監督員」という。）と事前に協議し、構成比の欄には、直接工事費に占める工種ごとの構成割合を記入すること。
　３　予定工程の欄には、報告時点の状況を記入すること。
　４　実施工程の割合について監督員と事前に協議し、実施工程の欄には、報告時点の状況を記入すること。

　５　出来高金額の欄には、工事価格に占める構成比相当額に実施工程の欄に記入した割合を乗じて得た額を記入すること。
　６　請負金額との比率の欄には、請負金額に対する出来高金額の合計の割合を記入すること。
　７　実施工程の割合の合計及び請負金額との比率がそれぞれ５０％以上でなければ、中間前金払の認定を受けることはできない。

様式第４号（第６条関係）
第　　　　　号

年　　月　　日
　　　　　　　　殿
土浦市長　　　　　　　印
中間前金払認定（不認定）決定通知書
年　　月　　日付けで申請のあった中間前金払の認定について、土浦市公共工事前金払取扱要綱第６条第３項の規定により、下記のとおり認定（不認定）を決定したので通知します。
記
１　認定に係る工事

	工事番号及び件名
	第　　号

	工事場所
	

	契約年月日
	　　　　年　　月　　日

	工事期間
	　　　　年　　月　　日から
　　　　年　　月　　日まで　（　　日間）

	請負金額
	金　　　　　　　　　　円

	前金払額
（既受領額）
	金　　　　　　　　　　円

	中間前金払額
（請求可能額）
	金　　　　　　　　　　円

	摘要
	


２　不認定
　　不認定の理由

